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貸借対照表

現在
（単位： ）

平成　29　年　 9　月　30　日
円

   1 2

 
  （　資　産　の　部　）
 

          763,536,468流　動　資　産

          297,655,873    現金・預金

          147,476,512    受取手形

           54,706,177    電子記録債権

          105,612,434    売掛金

                3,542    商品

           65,884,768    製品

           30,561,201    仕掛品

           44,842,522    原材料

            9,810,589    貯蔵品

              185,116    前払費用

              439,502    未収入金

                    0    未収還付法人税等

                    0    立替金

              202,017    仮払金

                    0    仮払税金

                    0    消費税予納額

              318,835    前払金

                    0    流動資産その他

            8,299,861    繰延税金資産(流動)

          △2,462,481    貸倒引当金(流動)
          341,416,134固　定　資　産
          309,125,198  有形固定資産

           30,957,576    建物

           10,043,293    構築物

           86,635,478    機械及び装置

            1,478,544    車輌運搬具

              350,156    工具、器具及び備品

          175,577,740    土地

            4,082,411    リース資産

                    0    建設仮勘定
              970,984  無形固定資産

              894,584    ソフトウエア

               76,400    電話加入権
           31,319,952  投資その他の資産

           14,174,817    投資有価証券

              505,000    出資金

                    0    破産更正債権

                    0    長期前払費用

                    0    保証金

              122,000    敷金

               14,610    預託金

                    0    投資等その他

           16,503,525    繰延税金資産(固定)

                    0    貸倒引当金(固定)

 
        1,104,952,602資　産　合　計
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貸借対照表

現在
（単位： ）

平成　29　年　 9　月　30　日
円

   2 2

 
 
 
  （　負　債　の　部　）
 

          129,333,593流　動　負　債

           56,000,001    買掛金

                    0    短期借入金

            2,709,075    リース債務

              137,790    リース消費税未払金

           12,778,429    未払金

           11,357,757    未払費用

            3,066,400    未払法人税等

                    0    前受金

                    0    預り金

                    0    資産除去債務（流動）

           20,101,982    賞与引当金

              781,281    役員賞与引当金

            8,700,534    設備未払金

            9,355,944    割賦未払金

                    0    未払配当金

            4,344,400    未払消費税

                    0    仮受金

                    0    その他流動負債

                    0    繰延税金負債(流動)
           80,416,237固　定　負　債

                    0    長期借入金

            1,576,244    リース債務（固定）

               79,355    リース消費税未払金(固定）

                    0    長期繰延税金負債

                    0    資産除去債務（固定）

           54,585,386    退職給付引当金

            2,480,000    役員退職慰労引当金

                    0    長期未払金

           21,695,252    長期割賦未払金

                    0    環境対策引当金

                    0    その他の固定負債

 
          209,749,830負　債　合　計

 
  （　純　資　産　の　部　）
 

          889,764,836株　主　資　本

           20,000,000  資本金

                    0  資本剰余金

                    0    資本準備金

          869,764,836  利益剰余金

            5,000,000    利益準備金

          804,000,000    別途積立金

                    0    特別償却準備金

           60,764,836    繰越利益剰余金

            5,437,936評価換算差額等

            5,437,936    有価証券評価差額金

 
          895,202,772純　資　産　合　計

 
        1,104,952,602負債及び純資産合計



重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法によって処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法(貸借対照表価格は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法より算定）に

よっております。

売価還元原価法による原価法(貸借対照表価格は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法より

算定）によっております。

売価還元原価法による原価法(貸借対照表価格は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法より

算定）によっております。

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価格は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法より

算定）によっております。

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価格は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法より

算定）によっております。

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　法人税法の規定による定率法を採用しております。ただし平成10年4月1日以降に取得した建物
(リース資産を除く) (付属設備を除く)､平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法

を採用しております。

無形固定資産　　　法人税法の規定による定額法を採用しております。
(リース資産を除く)

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。なお、所有権移転

外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年9月30日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3)引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定による繰入限度相当額を計上しております。

賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。

役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により計上しております。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給額により計上しております。

(4)収益及び費用の計上基準

収益は実現主義により、費用は発生主義により処理しております。

(5)消費税の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式により処理しております。
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